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区民委員会情報連絡一覧表 

件  名 内  容 日時及び場所 ＰＲの方法 

特別区民税・都

民税の申告受

付等の実施に

ついて 

所管課 

【課税課】 

令和３年度特別区民税・都民税の申告受付及び税

理士による国税無料申告相談会について、下記のと

おり実施する。 

記 

１ 特別区民税・都民税の申告受付 

  （本庁舎及び出張受付） 

 

 

 

 

２ 税理士による国税無料申告相談会 

（所得税・消費税のみ） 

受付時間 

区民ロビー 

9：00～16：00 

出張受付 

9：00～16：30 

相談時間 

9：30～12：00 

13：00～16：00 

※ 混雑の状

況により、受

付締切時間

が早まる場

合がある。

あだち広報

(1/25 号)に

掲載 

区ホームペ

ージで周知 

ビュー坊テ

レビで放映

税務署が各

町会・自治会

に配布する

「税のお知

らせ」で周知 

日程 受付会場 

2/8(月)～ 

3/15(月) 

区役所１階区民ロビー 

（土・日を除く。2 月 28 日(日)

は実施。) 

2/16(火) 
シアター1010

江北区民事務所

2/17(水) 
新田住区センター 

佐野地域学習センター 

2/18(木) 
伊興区民事務所 

中川区民事務所 

2/19(金) 
興本住区センター 

梅田区民事務所 

2/25(木) 
花畑区民事務所 

江南住区センター 

2/26(金) 竹の塚障がい福祉館 

3/ 2(火) 
西新井栄町住区センター 

舎人区民事務所 

3/ 3(水) 
押皿谷住区センター 

保塚地域学習センター 

3/ 4(木) 勤労福祉会館 

日程 受付会場 

1/28(木）・1/29 (金） 伊興地域学習センター 

2/ 1(月) 江北地域学習センター 

2/ 2(火) 
江北地域学習センター 

花畑記念庭園 桜花亭 

2/ 3(水) 花畑記念庭園 桜花亭 

2/ 4(木)・2/ 5(金) 
佐野地域学習センター 

舎人地域学習センター 

2/ 8(月)・2/ 9(火) 梅田地域学習センター 

2/ 8(月)～2/16(火) 
区役所１階区民ロビー 

（土･日を除く。) 
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区 民 委 員 会 情 報 連 絡 

令和３年１月１９日 

件 名 ４公金の減免等の申請状況について 

所管部課名 
区民部 納税課、国民健康保険課、高齢医療・年金課、 

福祉部 介護保険課 

内 容 

令和２年度４公金（特別区民税・国民健康保険料・後期高齢者医療保険

料・介護保険料）の新型コロナウイルス感染症にかかる減免等（税は徴収

猶予）の申請状況について、以下のとおり報告する（令和２年１１月３０

日現在）。 
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6月 7月 8月 9月 10月 11月

新型コロナ減免・猶予申請受付件数（累計）

国保 介護 後期 税

※ 税は徴収猶予の件数、保険料は減免の件数

１ 申請数累計   単位：件 

6月 7月 8月 9月 10月 11月 

国保 1,540 2,711 3,691 4,319 4,844 5,331 

介護 56 145 329 525 709 806 

後期 0 67 125 152 188 204 

税 812 1,015 1,621 1,941 2,451 2,808 

(件) 

国保 

税 

介護 

後期 

(月) 
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２ 申請数月別内訳    単位：件 

6月 7月 8月 9月 10月 11月 

国保 1,336 1,171 980 628 525 487 

介護 56 89 184 196 184 97 

後期 0 67 58 27 36 16 

税 779 203 606 320 510 357 

３ 受付期間 

（１）受付開始

特別区民税・国民健康保険料・介護保険料 令和２年５月 

後期高齢者医療保険料 令和２年７月 

（２）受付期限

後期高齢者医療保険料   令和３年１月４日 

特別区民税 令和３年１月１２日（特徴） 

令和３年２月１日（普徴） 

国民健康保険料・介護保険料  令和３年３月３１日 

※ 国の通知により延長の可能性もあり

問 題 点 

今後の方針 

 減免等について今後も周知を積極的に行うとともに、申請に対して適正

に対処していく。 
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区民委員会情報連絡一覧表 

件  名 内  容 日時及び場所 ＰＲの方法 

コンビニエンスス

トアでの各種証明

書交付サービスの

停止について 

所管課 

【戸籍住民課】 

各種証明書のコンビニエンスストアでの交付

を下記により停止する。 

記 

１ 停止日時と発行を停止する証明書 

（１）令和３年２月８日（月曜日）

午後１時以降

戸籍証明書、戸籍の附票

（２）令和３年２月９日（火曜日）

午前６時３０分から午後５時まで

すべての証明書

（３）令和３年２月２６日（金曜日）

午後１時から午後７時まで

すべての証明書

（４）令和３年３月２日（火曜日）

午後８時以降

戸籍証明書、戸籍の附票

２ 停止理由 

J-LIS（地方公共団体情報システム機構）の

証明書交付センターのシステム更改（令和３ 

年５月予定）に伴う動作確認試験及びソフト 

ウェアバージョンアップのため

３ 停止するコンビニエンスストア 

現在サービスを実施している事業者の全店 

舗 

左記のとお

り 

あだち広

報、区ホー

ムページ、

区民事務

所、ツイッ

ター、ビュ

ー坊テレ

ビ、お問合

せコールあ

だち 
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区民委員会情報連絡一覧表

件  名 内  容 日時及び場所 ＰＲの方法 

国 民 健 康 保

険・後期高齢

者医療制度に

おけるオンラ

イン資格確認

の開始につい

て 

所管課 

【国民健康保

険課、高齢医

療・年金課】 

マイナンバーカードを健康保険証として利用でき

る「オンライン資格確認」が 2021年（令和３年）３

月から開始される予定であるため、以下のとおり報

告する。 

記 

１ 概要 

・ マイナンバーカードのＩＣチップまたは保

険証の記号番号等によりオンラインで健康

保険の資格情報（加入状況）が確認できる

制度のこと。

・ 現在世帯別となっている被保険者等記号・

番号を個人単位化し、資格情報などのデー

タを個人単位で一元管理する。

・ マイナポータル（※）で事前に登録を行う

ことで、マイナンバーカードの健康保険証

としての使用や、マイナポータルから自身

の特定健診や医療費通知の情報の閲覧が可

能となる。

※ マイナポータル：政府が運営するオンラ

インサービスで、保険証利用の初回登録は

このウェブページへアクセスし実施する。 

２ オンライン資格確認について 

  2021年（令和３年）３月から開始予定であり、

現在システム改修等を実施している。 

３ 保険証の個人単位化について 

  令和３年度を目処に、現在の記号・番号に２桁

追加する。 

４ 保険証利用初回登録について 

・ 国民健康保険課、高齢医療・年金課では、

個人番号カード交付・普及推進担当課から

マイナポータルへのアクセスのための専用

端末を借用し、令和２年９月２３日から初

回登録のための支援を行っている。 

2021年（令

和３年）３月

から開始予

定 

国保だよ

り（令和

２年 11月

送付）、

区ホーム

ページ 
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・ 登録にはマイナンバーカードの暗証番号が

必要なため、暗証番号を忘れたり、有効期

限が失効している場合等に備え、戸籍住民

課窓口サービス係、各区民事務所や個人番

号カード交付・普及推進担当課窓口とも連

携を図って実施している。
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区民委員会情報連絡一覧表

件  名 内  容 日時及び場所 ＰＲの方法 

後期高齢者

の窓口負担

割合の見直

しについて 

所管課 

【 高 齢 医

療 ・ 年 金

課】 

７５歳以上の後期高齢者の医療費窓口での自己負

担割合について、令和２年１２月１５日に閣議決定さ

れ、東京都より以下のとおり厚生労働省ホームページ

に関連資料を掲載した旨、情報提供があったため報告

する。 

今後情報提供があった場合については随時情報を

報告する。 

記 

１ 窓口自己負担割合が１割から２割に変わる所得

基準 

課税所得が２８万円以上（※１）かつ年収２００

万円以上（※２）の方を２割負担の対象 

※１ 現役並み所得者（３割負担）を除く

※２ 単身者の場合。複数世帯の場合は、後期高齢

者の年収合計が３２０万円以上。また収入基準

額は、課税所得をもとに年金収入のみの世帯を

前提に計算。 

上記の基準で算出すると、令和２年１２月１８日

現在のデータで、足立区の被保険者８５，３６０人

のうち１３，５６８人（１５．９％）が２割に変更

となる。 

２ 施行日 

施行に要する準備期間も考慮し、令和４年度後半

（令和４年１０月から令和５年３月までの各月の初

日を想定）で、政令で定める（次期通常国会に必要

な法案の提出を図る）。 

３ 配慮措置 

長期頻回受診患者等への配慮措置として、２割負

担の変更により影響が大きい外来患者について、施

行後３年間、１月分の負担増を最大でも３，０００

円に収まるような措置を導入。 

令和４年度

後半から（令

和４年１０

月から令和

５年３月ま

での各月の

初日を想

定） 

詳細が決

まり次第

区ホーム

ページか

ら厚生労

働省のペ

ージへリ

ンクし周

知する。 

被保険者

全員に発

送する 

「あだち

長寿医療

だより」

で周知す

る。 
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なお、令和２年１１月１２日、全国後期高齢者医療

広域連合協議会会長名で厚生労働大臣あてに、以下内

容の要望書を提出している。 

（１）後期高齢者の窓口負担のあり方については、制

度の根幹である「高齢者が必要な医療サービスを

受ける機会の確保」という観点から、今般の高齢

者の生活実態や新型コロナウイルスの感染拡大

など様々な影響を踏まえ、慎重かつ十分な議論を

重ねること。 

（２）やむを得ず窓口負担の引き上げる場合は、激変

緩和措置を講じるなど被保険者に配慮するとと

もに、十分な周知期間を設け、被保険者へ国によ

る丁寧な説明を行うこと。 

（３）広域連合に対して具体的な基準や制度設計につ

いて早期に示し、周知・広報に要した費用は国が

全額負担し、新たな負担割合区分の創設に伴う標

準システムの改修も実施すること。 
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後期高齢者の窓口負担割合の見直しについて

○ 令和４年度（2022年度）以降、団塊の世代が後期高齢者となり始めることで、後期高齢者支援金の急増が見込まれ
る中で、若い世代は貯蓄も少なく住居費・教育費等の他の支出の負担も大きいという事情に鑑みると、負担能力のあ
る方に可能な範囲でご負担いただくことにより、後期高齢者支援金の負担を軽減し、若い世代の保険料負担の上昇を
少しでも減らしていくことが、今、最も重要な課題である。

○ その場合でも、何よりも優先すべきは、有病率の高い高齢者に必要な医療が確保されることであり、他の世代と比
べて、高い医療費、低い収入といった後期高齢者の生活実態を踏まえつつ、窓口負担割合の見直しにより必要な受診
が抑制されるといった事態が生じないようにすることが不可欠である。

○ ２割負担の所得基準、施行日、配慮措置について政府・与党が協議して確認した。12月14日に全世代型社会保障検
討会議の最終報告でとりまとめ。

[②施行日]

施行に要する準備期間等も考慮し、令和４年度後半（令和４年10月から令和５年３月までの各月の初日を想定）で、政令で定める。

（次期通常国会に必要な法案の提出を図る）

[③配慮措置]

長期頻回受診患者等への配慮措置として、２割負担への変更により影響が大きい外来患者について、施行後３年間、
１月分の負担増を、最大でも3,000円に収まるような措置を導入

（※） 窓口負担の年間平均が約8.1万円⇒約10.6万円（＋2.6万円） （配慮措置前は約11.5万円で＋3.4万円）

[①２割負担の所得基準]

課税所得が28万円以上（所得上位30％ （※１））かつ年収200万円以上（※２）の方を２割負担の対象（対象者は約370万人（※３） ）

（※１） 現役並み所得者を除くと23％

（※２） 単身世帯の場合。複数世帯の場合は、後期高齢者の年収合計が320万円以上。また、収入基準額は、課税所得をもとに年金収入のみの世帯を前提に計算

（対象者のほとんどが年金収入であるため、年金収入のみで収入基準額を計算）。

収入基準に該当するかどうかは、介護保険同様に「年金収入とその他の合計所得金額」が年収の下限の額を上回るかで判定

（※３） 対象者数の積算にあたっては、収入基準に該当するかも含めて計算。対象者約370万人が被保険者全体（約1,815万人）に占める割合は、20％。

給付費
後期高齢者支援金

（現役世代の負担軽減）

後期高齢者保険料

（高齢者の負担軽減）
公費

▲1,930億円 ▲740億円 ▲190億円 ▲1,010億円

（参考）財政影響（2022年度満年度）

※ 施行日が2022年度後半であることから、2022年度における実際の財政影響は満年度分として示している上記の財政影響よりも小さくなる。
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